
 

 

 

ＯＰＥＣ、23年世界石油需要見通し事実上据え置き 成

長鈍化を警告 

石油輸出国機構（ＯＰＥＣ）は１３日に発表した月報で、２０２３年の世界石油需要が前

年より日量２３５万バレル（２．４％）増えるとの見通しを発表した。増加幅は前月の見

通し（日量２３３万バレル）とほぼ同じで、事実上の据え置きは４カ月連続。 

ＯＰＥＣは世界経済の不確実性が高まっており、今年下半期に成長が鈍化すると警告し

た。月報では「高インフレが続き、主要金利は既に高く、労働市場が逼迫する中、２３年

下半期の経済成長に関する不確実性が高まっている」と指摘。ウクライナ情勢にも言及し

て「東欧の地政学的対立がいつどのように解決されるかは依然不透明だ」とした。 

石油輸出国機構（ＯＰＥＣ）とロシアなど非加盟産油国で構成する「ＯＰＥＣプラス」は

６月４日に協調減産の枠組み延長で合意したことを発表し、サウジアラビアは独自に７月

に追加減産を行う方針を示した。しかし、原油価格は経済成長と需要の鈍化に対する懸念

から引き続き圧迫されている。 
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月報によると、中国の石油需要見通しは日量８４万バレル増と、前月予想（日量８０万バ

レル増）から引き上げた。２３年の世界経済成長率予想は２．６％で据え置き、勢いは鈍

化していると指摘した。 

５月のＯＰＥＣの生産量は日量２８０６万バレルだった。サウジアラビアなどの加盟国の

自主減産を背景に、前月から日量４６万４０００バレル減った。 
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OPECプラスの追加減産「年後半にかけ効果」 
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WTI反発、69ドル台 

13日午前のニューヨーク商業取引所（NYMEX）の原油先物相場は、対ユーロでのドル安

を背景とした買いや安値拾いの買いが入り、反発している。米国産標準油種WTIの中心

限月 7月物は午前 9時 07分現在、前日清算値（終値に相当）比 2．07ドル高の 1バレル

＝69．19ドル。 

米労働省が 13日発表した 5月の消費者物価指数（CPI）は、前年同月比 4．0％上昇し

た。伸び率は 11カ月連続で鈍化し、約 2年ぶりの低さとなった。これを受けて、今週の

米連邦公開市場委員会（FOMC）で利上げが一時停止が決定されるとの見方が強まり、対

ユーロでドル売りが先行。ドル建てで取引される商品に割安感が生じ、原油買いが優勢と

なっている。 

また、前日の原油相場はエネルギー需要見通しに警戒感が広がる中で 4％超下げた。この

日は急速に売られすぎたとの見方から安値拾いの買いが入った。 
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SAF 大量生産プロジェクトに参画  

レボインターナショナル 
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修学旅行で再生航空燃料購入 JTB、大阪の高校と 

JTBは 13日、大阪国際高校（大阪府守口市）が 7月の修学旅行で航空機を利用するにあ

たり、再生航空燃料（SAF）を共同で購入すると発表した。移動で発生する二酸化炭素

（CO2）を減らすとともに、生徒の環境意識を高めるのが狙い。ドイツ航空大手のルフト

ハンザが提供するプログラムで、学校による利用はアジアで初めてという。 

通常の航空運賃に上乗せする形で、JTBと学校法人大阪国際学園が共同で約 2400ユーロ

（約 36万円）をルフトハンザに支払い、それを同社が SAFの購入費に充てる仕組み。実

際に搭乗する航空機に SAFが使われるかは分からないが、約 170人の修学旅行予定者の

移動で発生する CO2の一部、計 2.7トンの削減につなげられる。 

今回のプログラム活用は JTBが同校に提案した。JTBにとっても初めての取り組みで、担

当者は「旅行者に脱炭素を推進する会社として、自社の CO2削減も同時に進めていきた

い」と話している。 

大阪国際高校は修学旅行に先立ち、環境問題をテーマにした学習会を開く。ルフトハンザ

の関係者を招き、航空会社の脱炭素の取り組みなども紹介してもらう。松下寛伸校長は

「若い世代を中心に脱炭素への関心は高いが、当事者意識を持つ機会が少なかった。自ら
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も脱炭素に関わっていることを体感してほしい」と話しており、来年度以降も同プログラ

ムを活用する方針という。 
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2024年問題解決に向けて  

ロジスティード社と提携「SSVC」活用 SOMPO 
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